
■財政健全化指標関係　公営企業会計資金不足比率の状況

○法適用企業 （単位：千円、％）

流動負債 負債算入地方債
（退職手当債等）

流動資産 小　計
解 消 可 能
資 金 不 足 額 資 金 不 足 額 事業規模 資金不足比率

① ② ③ ④＝①+②-③ ⑤ ⑥＝④-⑤ ⑦ ⑥/⑦

R7 266,167 0 1,514,231 △ 1,248,064 0 △ 1,248,064 1,034,107 -

R6 611,026 0 1,899,883 △ 1,288,857 0 △ 1,288,857 1,020,729 -

R7 577,060 0 693,225 △ 116,165 0 △ 116,165 548,460 -

R6 821,520 0 1,052,101 △ 230,581 0 △ 230,581 550,867 -

R7 1,704,295 1,327,019 1,224,804 1,806,510 1,357,504 449,006 5,318,672 8.4

R6 1,839,353 186,204 1,363,912 661,645 213,412 448,233 5,760,244 7.7

○法非適用企業 （単位：千円、％）

歳　　出 負債算入地方債
（退職手当債等）

歳　　入
(繰越財源控除)

小　計
解 消 可 能
資 金 不 足 額 資 金 不 足 額 事業規模 資金不足比率

① ② ③ ④＝①+②-③ ⑤ ⑥＝④-⑤ ⑦ ⑥/⑦

R7 46,266 0 56,914 △ 10,648 0 △ 10,648 43,351 -

R6 44,332 0 57,718 △ 13,386 0 △ 13,386 42,435 -

○法非適用企業（用地関係会計） （単位：千円、％）

歳　　出 負債算入地方債
（退職手当債等）

歳　　入
(繰越財源控除)

土地収入見込額 地方債現在高 長期借入金 小　　計
解 消 可 能
資 金 不 足 額 資 金 不 足 額 事業規模 資金不足比率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
⑦＝①+②-③
+(⑤+⑥-④）

⑧ ⑨＝⑦-⑧ ⑩ ⑨/⑩

R7 113,568 0 123,742 0 0 0 △ 10,174 0 △ 10,174 10,174 -

R6 7,506 0 16,757 14,013 0 0 △ 23,264 0 △ 23,264 23,264 -

R7 308 0 50,880 0 0 0 △ 50,572 0 △ 50,572 50,572 -

R6 24 0 50,814 0 0 0 △ 50,790 0 △ 50,790 50,790 -

※用地関係会計において、未売出となっている区画分の土地収入額は「0」となる。
※用地関係会計の小計は、①+②-③-④がマイナスであれば、⑤地方債現在高、⑥長期借入金を算入した結果がプラスとなっても「0」となる。
※用地関係会計の事業規模は、地方債現在高と長期借入金の合計額。但し、実質黒字額と土地収入見込額の合計額を下回る場合は、実質黒字額と土地収入見込額の合計額とする。
※資金不足がある場合は、正の数値で表記。（黒字の場合はマイナス表記）

年度

会 計 名 称 年度

水道事業

下水道事業

病院事業

会 計 名 称 年度

工業用地造成事業

宅地造成事業

市民太陽光発電所事業

会 計 名 称


